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令和６年度 学務課（教務担当・入試担当） 自己点検・評価報告書 
１．建学の精神 

１）現状 

本学の建学の精神は、本学学則第１条で、「本学は、教育基本法の精神にのっとり、現代

生活に必要な学芸に関する専門の教育を行い、高い知性と広い教養と健全にして、豊かな個

性を持った女性を育成して、社会福祉と家庭生活の向上とに貢献することを目的とする。」

と明確に示している（「令和６年度学生のしおり」P115）。 

建学の精神の学内外への表明については、毎年全学生及び全教職員に配布する『学生のし

おり』の表紙裏に記載し周知するとともに、本学のWebページでも学内外に表明し、また、

入学式や卒業式における学長告示等でも実施している。 

２）課題 

 建学の精神を受け継ぎ、職業生活・実際生活に必要な能力の向上をはかり、「知性、教養、

豊かな個性をもった人材」の育成をめざし、「三つのポリシー」を学生たちの実態に適合す

るよう、今後も定期的に点検し、具体化していく。 

３）特記事項 

特になし      

４）改善計画 

特になし 

 

２．地域・社会貢献 

１）現状 

地域・社会への貢献は、「富山短期大学地域連携センター規程」を作成し、その規程に基

づき地域連携センターを設置して組織的に実施している。令和６年度の実施状況は、「2024

年度富山短期大学地域連携活動年報」として、例年通り Web ページにも掲載している。 

２）課題 

公開講座や出講プログラムにおいて、地域の高齢層に向けた取組が多くなっており、今後

若年層に向けた活動に力を入れる必要がある。 

３）特記事項 

特になし。 

４）改善計画 

今年度は若年層に向けた公開講座の実施を実施し、幅広い層に本学を知ってもらうよう体

験型のプログラムを増やした。その結果、若年層、特に小学生と家族が親子で参加する体験

型プログラムは好評を得た。次年度も引き続き、出講プログラムをより広く周知し、親子で

の参加人数を増やせるよう検討する。 

 

３．教育目標 

１）現状 

本学の教育目的は、学則第１条に示された教育目的に基づいて、各学科・専攻科の教育目

的・目標が、学則第２条の２及び第 39 条第２項（専攻科）に明記されている（「令和５年度

学生のしおり」p121）。 

各学科・専攻科の教育目的・目標は、全学生及び全教職員に配布する『学生のしおり』に

明記するとともに、本学 Web ページの「大学案内～学校概要～教育研究活動の概要」でも

学内外に表明している。 

２）課題 

 建学の精神を受け継ぎ、「知性、教養、豊かな個性をもった人材」の育成をめざし、「三つ

のポリシー」を学生たちの実態に適合するよう検討していく必要がある。 

特になし 

３）特記事項 

特になし 
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４）改善計画 

特になし 

 

４．学修成果 

１）現状 

本学は、学則第 1 条第 2 項の規定に基づき三つの方針、すなわち「卒業認定・学位授与の

方針」「教育課程編成・実施の方針」「入学者受入れの方針」を定めている。 

「卒業認定・学位授与の方針」の中で、次の「５つの力」を身につけることを全学的な教

育目標としている。 

① 実践の土台となる「専門的知識・技能」 

② 実践を支える「思考力・判断力・表現力」 

③ 生涯学び続け成長するための「主体的に学ぶ力」 

④ 他者を尊重し、多様な人々と共に共通の目標の実現に貢献できる「協働力」 

⑤ 健全で豊かな「人間性」 

上記の「５つの力」に対応して，「学力の三要素」を考慮した「５つの基準」（（LO1）知

識・理解、（LO2）技能、（LO3）思考力・判断力・表現力、（LO4）関心・意欲・態度、

（LO5）人間性・社会性）を設定し、この「５つの基準」別に各学科・専攻科で、【能力基

準別到達目標（学修成果）】を示しており、学修成果については、『学生のしおり』（令和６

年度学生のしおり：p16-17、p28-29、p40-41、p56-57、p72-73）及び本学 Web ページを通

じて学内外に明示している。 

各学期末には、専任教員に対して、教員が行う成績評価と学生が行う授業アンケート等に

基づく学修成果の点検を求めている。その結果を所定の形式の「授業改善レポート」として

まとめ、学科長に提出することを義務付けている。これを受けて、学科長は学科としての教

育成果と課題をまとめて、総合学務センター長に文書で提出することにしている。 

２）課題 

観点別学習状況の評価のあり方が問われていることもあり、今後本学の５つの力に関して

の議論をしていくことが必要となってくる。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

次年度以降、委員会や教授会、FD 活動等を通じて議論を深める。 

 

５．三つの方針 

１）現状 

本学の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針

（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）は、学校

教育法施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年文部科学省令第 16 号：平成 28 年３月 31

日公布）を受け、中央教育審議会大学教育部会『「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロ

マ・ポリシー)、「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受

入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン）』（平成

28 年 3 月 31 日）などを踏まえ、それぞれを相互に関連付けて一体的な整合性のあるものと

して定めている（令和６年度学生のしおり：p5～6、p16-17、p28-29、p40-41、p56-57、

p72-73）。 

また、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）では、学修成果の達成に必

要な教育課程を体系的・系統的に編成することを明記している。そのために科目間の連携や

系統性を示すナンバリングを行い、併せて科目系統図も作成している。教育内容は、２年間

を通じて、各学科の教育課程の体系性に基づき、系統立てて必修科目、選択科目を適切に配

置している。また、教育方法・学修方法については、卒業認定・学位授与の方針に掲げる身

につけるべき「５つの力」育成のために、各学年・各学期に講義、演習、実習・実験・実技

を適切に配列するとともに、すべての教科目においてアクティブ・ラーニングを取り入れた
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授業の展開に努めることを方針に明記している。学生の「振り返り（リフレクション）」を

促し、「主体的学び」へのモチベーションを高めるために、各種試験や課題・レポート、ア

ンケート結果等を学期中にフィードバックする等の形成的評価に努めることとしている。 

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）は、卒業認定・学位授与の方針（ディ

プロマ・ポリシー）で示した目的を理解し、達成できる資質を持った入学者を求めることと

し、三つの方針の一体性・整合性を重視した編成としている。 

三つの方針は、毎年度末に、まず各学科で見直しを行い、総合学務センター委員会及び教

授会での組織的議論を重ねて策定している。認証評価にそなえ、令和２年度にきめ細かく点

検見直しをしたこともあり、本年度の変更は、微細な変更にとどまった。 

三つの方針は、様々な本学が発行する印刷物や Web ページで学内外に明示している。印

刷物としては、「学生のしおり」「カレッジガイド」「学生募集要項」「入試ガイド」がある。 

２）課題 

毎年、総合学務センター委員会、入学試験管理委員会等で適切に見直しをしており、今後

も「三つの方針」の一体的な運用とさらなる見直しを重ねていく。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

特になし 

 

７．教育の質 

１）現状 

学科の学修成果の査定は、次の直接的及び間接的評価の二通りで行っている。 

A．各種の指標による直接的評価 

①プレイスメントテスト 

②授業の目標到達度を査定する手段としての成績評価と GPA 

③資格合格率・資格取得率 

④就職率（特に、専門職への就職率） 

B．各種アンケートによる間接的評価 

①学生による授業評価アンケート 

②入学時及び卒業時アンケート 

③就職先企業等からの聞き取り 

④実習先・インターンシップ先指導者の評価 

⑤その他の第三者評価   

これらの学修成果の査定結果に基づき、査定の手法を定期的に点検している。各授業科目

の成績評価については、シラバスに示された学修成果別評価基準（ルーブリック）に沿って、

学修成果の「５つの基準」（LO1：知識・理解、LO2：技能、LO3：思考力・判断力・表現

力、LO4：関心・意欲・態度、LO5：人間性・社会性）別に行うことを基本としている。一

方、学生に対しては、各学期末に、この５つの基準に沿った授業アンケートを実施している。

教員は、教員が行う成績評価と学生が回答する授業アンケートを分析して、査定の手法も点

検して、授業改善レポートを作成し、学科長に提出することになっている。学科長は、提出

された授業改善レポートを踏まえて学科の課題をまとめ、総合学務センター長に提出するこ

とになっている。 

また、年１回開催される外部評価委員会に学科長の出席を求め、学科の教育活動について

報告し、委員から意見を求めることにしている。このような方法により、教育の向上・充実

のための PDCA サイクルを活用している。 

学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更があれば、関係文書をメール等で全教

職員が必ず共有するとともに、確認の徹底を図り、法令を遵守している。 

２）課題 

 教育目標の達成度を図るために収集している授業アンケート等のデータの有効活用をより
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深めていく必要がある。 

特になし 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

特になし 

 

８．学位授与の方針 

１）現状 

本学の卒業要件は、学則第 12 条（卒業の要件及び課程認定）第１項に、「本学に２年以上

在籍し、第９条（履修方法）の単位を取得した者は、教授会の議を経て、学長が卒業を認定

する。」とし、専攻科の修了要件は、学則第 39 条（専攻科）に定めている（「令和６年度学

生のしおり」p116、p120）。 

資格取得の要件は、学則第 12 条第２項（幼稚園教諭二種免許）、第３項（栄養士）、第４

項（保育士）、第５項（図書館の司書）、第６項（社会福祉士及び介護福祉士）、第７項（栄

養教諭二種免許）に定めている。また、各教育課程表にも、資格取得に必要な単位数を明記

するとともに、細則として、「栄養士養成課程履修細則」「食物栄養学科教職課程に関する履

修細則」「幼児教育学科教職課程に関する履修細則」「保育士養成課程履修細則」「介護福祉

士養成課程履修細則」を『学生のしおり』に明記している。 

学位授与の方針並びに卒業要件、成績評価の基準、資格取得の要件等は、毎年全学生及び

全教職員に配布される『学生のしおり』に明記し、また本学の Web ページでも公開してい

る。さらに、学期始めのオリエンテーションでは学生に詳しく説明し、また父母等懇談会、

入試説明会、あるいは非常勤教員を交えた教育課程懇談会等の場においても、広く周知に努

めている。 

２）課題 

 総合学務センター委員会で毎年適切に見直しをしており、今後もカリキュラム・ポリシー

との一体的な運用とさらなる見直しを重ねていく。 

 特になし 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

特になし 

 

９．教育課程編成・実施の方針 

１）現状 

各学科・専攻科では、それぞれの学位授与の方針にもとづく５つの能力基準別到達目標

（学修成果）の修得をめざして、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を

定めている。この方針に基づき、【教育課程実施方針(学修方法)】と【学修成果の評価方法】

を LO1～LO5 に対応させて明記している（「令和６年度学生のしおり」p16-17、p28-29、

p40-41、p56-57、p72-73）。 

学科・専攻課程の教育課程は、短期大学設置基準にのっとり体系的に編成している。学則

第３章において、「授業科目履修方法及び課程修了認定」を明記し、これに基づいて、各学

科・専攻科の教育課程表を定めている。教育課程は、大きい区分として教養科目と専門科目

で構成され、資格、免許の取得、国家試験受験に必要な分野、科目を設定している。 

平成 26 年度から Web シラバスシステムの全学的な運用が始まったことを機に、各学科・

専攻科のすべての授業科目のナンバリングを整備した。このナンバリングに基づいて、Web

シラバスには、科目群ごとの科目系統図が掲載されている。これによって、学生は科目間の

関連と教育課程の体系を容易に理解できるようになった。 

授業科目は、学修成果に対応して編成している。Web シラバスには、「科目の学修成果
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（能力基準別到達目標）」と、「学修成果別・評価手段（定期試験・レポート・実習等）別配

点表」並びに「学修成果別評価基準（ルーブリック）」を掲載することとしており、授業科

目と学修成果の対応が明確に分かるようになっている。 

単位数の上限については、「富山短期大学授業科目の履修に関する規程」の第５条の２で

「各学期当たりの履修登録の上限は、卒業に必要な単位数（62 単位）のうち、24 単位（年

間では 48 単位）とする。ただし、複数の免許・資格を取得する者は、上記の上限を超えて

履修できるものとする。」と明記し、上限を設定している。 

成績評価は、短期大学設置基準にのっとり、学則第 11 条に定められた成績評価基準を適

用している。加えて、資格取得に関連する科目については、法令等によって成績評価基準が

厳格に定められているので、それに則した成績評価を行っている。 

また、年度末に各学科専攻科において教育課程の見直しを図り、総合学務センター委員会、

教授会等を通して学科間で情報を共有している。 

２）課題 

 毎年、総合学務センター委員会、入学試験管理委員会で適切に見直しをしており、今後も

「三つの方針」との一体的な運用とさらなる見直しを重ねていく。 

特になし 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

特になし 

 

１０．幅広く深い教養 

１）現状 

教養教育の内容と実施体制については、全学科の教育課程を教養科目と専門科目に区分し、

教養科目の充実を図っている。また、総合学務センター委員会でも教養科目のあり方につい

て検討している。 

教養科目の中の特色ある科目として、平成 17 年度から、全学共通選択科目として「現代

社会と人間Ⅰ」（令和４年度までは科目名称「現代社会と人間」）を１単位設けている。この

科目は、総合短期大学である本学の特徴を活かし、現代社会における地域課題と密接につな

がる「食と健康」、「子どもと保育」、「情報と経営」、「福祉と健康」の人文・社会科学や自然

科学の文理をまたぐ各分野、その他現代社会と地域を理解するのに役立つ事柄を自らの専攻

と異なる学生と共に学習することによって、地域を理解し、地域について自ら考えられる幅

広い視野と豊かな人間性を養うことを目的としている。 

令和６年度の「現代社会と人間Ⅰ」の内容は下表のとおりである。 

回 講師等 タイトル・内容等 

１ 食物栄養学科 准教授 川口 将史 
「草食系男子が増えた原因は食生活の変容?〜魚類モデルで挑

む栄養バランスと生殖意欲の関係性の探索〜」 

２ 健康福祉学科 准教授 小平 達夫 「特色ある国際労働力移動から見る人材育成」 

３ 経営情報学科 准教授 山下 裕介 「ビジネスの倫理学を考える」 

４ 富山短期大学 学長 高木 利久 「大学で学ぶということ、情報学を学ぶということ」 

５ 

社会福祉法人おおさわの福祉会 

特別養護老人ホーム ささづ苑 

岩井 広行 施設長 

「DX の推進で現場革新」 

~生産性向上で生み出した資源を地域のために~ 

６ 幼児教育学科 講師 塩見 一成 
「自分の幼少期を思い出しながら、子どもの健康について考

えてみよう」      

７ 高岡市 角田 悠紀 市長 「高岡市の課題とまちづくり」 

８ 食物栄養学科 准教授 大森 聡 総まとめ・授業の振り返り レポート課題の作成 

また、文部科学省推奨が推奨している「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認

定制度（リテラシーレベル）」の認定に向け、令和５年度より開講している「人間と情報」

（教養科目・２単位）を４学科共通で必修科目として導入し、令和６年度にこの授業プログ

ラムが文部科学省より認定を受けた。 
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教養教育と専門教育との関連については、各学科・専攻科のすべての授業科目のナンバリ

ングを整備し、このナンバリングに基づいて、科目系統図では、教養教育と専門教育との関

連を明確にしている。この科目系統図は Web シラバスにも掲載しているので、学生も容易

に教養教育と専門教育との関連を理解できるようになっている。 

教養教育の効果については、Web シラバスシステムを利用した授業アンケートや学修行

動・生活調査によって測定・評価している。また、授業アンケート結果をもとに授業改善レ

ポートの提出を求めることで改善を進めている。 

２）課題 

教養科目の見直しや効率的な科目運用方法等に課題がある。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

今後も総合学務センター委員会等で情報共有しながら改善を図る。 

 

１１．職業教育 

１）現状 

学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業教育の実施体

制については、全学科において、科目系統図で専門教育と教養教育の関連を明確にしている。

特に、初年次教育として、大学教育に順応できる学ぶ力・意欲・姿勢を身につけさせるため、

全学科の 1 年前期に、「教養演習」または「基礎演習」という科目を実施している。 

資格取得の要件は、学則第 12 条第２項（幼稚園教諭二種免許）、第３項（栄養士）、 

第４項（保育士）、第５項（図書館の司書）、第６項（社会福祉士及び介護福祉士）、第７項

（栄養教諭二種免許）に定めている（「令和６年度学生のしおり」p116）。また、各教育課程

表にも、資格取得に必要な単位数を明記するとともに、細則として、「栄養士養成課程履修

細則」「食物栄養学科教職課程に関する履修細則」「幼児教育学科教職課程に関する履修細則」

「保育士養成課程履修細則」「介護福祉士養成課程履修細則」や、健康福祉学科で取得でき

る資格等の種類と要件を『学生のしおり』に明記している。 

職業教育の効果の測定・評価については、Webシラバスシステムを利用した授業アンケー

トや学修行動・生活調査によって測定・評価している。また、授業アンケート結果をもとに

授業改善レポートの提出を求めることで改善を進めている。 

更に、学務課（教務担当）において資格取得率を把握し、キャリア支援センターにおいて

就職率、特に専門職への就職率等を把握し、適宜教授会で報告することで情報を共有し教職

員一丸となって改善に取り組んでいる。特に、食物栄養学科、幼児教育学科、健康福祉学科、

専攻科食物栄養専攻では、毎年ほぼ 100％の学生が関連する資格を取得し、関連する専門職

に就職している。事務職に就く学生が多い経営情報学科においても、近年、検定試験の受験

学生が増えており、就職率も毎年ほぼ 100％を維持している。これらの結果はWebページで

も公表している。 

また、全学科において卒業生の就職先企業等に対してアンケートを行い、その結果を踏ま

えた検証と自己評価を各学科で年１回行い、各学科の自己点検・評価報告書にまとめている。 

２）課題 

近年、資格取得を途中で諦めたり、就職活動で苦戦する学生が以前より増え、今まで以上

にきめ細かい指導が必要となってきている。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

各学科教員とキャリア支援センターとの情報共有を密にし、一層きめ細かい指導をしてい

く。 
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１２．入学者受入れ方針 

１）現状 

入学者受け入れの方針については、『学生募集要項』に明確に示している。『学生募集要項』

には、本学の方針とともに、各学科・専攻科の入学者受け入れ方針を明示している(表紙裏)。 

各学科・専攻科の入学者受け入れ方針では、各学科・専攻科の【求める人物像】、【高等学

校で習得しておいてほしい内容】、【求める資質・能力】、【入学者選抜における評価方法】を

明記している。【高等学校で習得しておいてほしい内容】については、「何をどの程度学んで

きてほしいか」について具体的に明記している。【入学者選抜における評価方法】について

は、入学前の学修成果の評価について明記している。このように、入学者受入れの方針は、

入学前の学修成果の把握・評価を明確に示している。 

入学者選抜は、「富山短期大学入学者選抜実施要綱」に基づいて、学校推薦型選抜（公募

制・指定校制・併設校制）、総合型選抜（自己推薦）、一般選抜（前期・後期）、大学入学共

通テスト利用型選抜（前期・中期・後期）、社会人・学卒者等特別入試の方法で実施してい

る。各入学者選抜の方法は、各学科・専攻科の入学者受け入れの方針に対応している。 

入学者受け入れの方針を点検するにあたり、毎年６月に実施している富山県内高等学校教

員対象入試説明会時に、自由記述として入学者受け入れ方針に対する意見を聴取している。 

２）課題 

今後、定員確保のため多様な受験生を受け入れるにあたり、試験回数が増えることが想定

され、業務量やミスを誘発する要因を低減する必要がある。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

４学科で異なる試験方法や配点等を含む採点基準を可能な限り統一化する方向で検討する。 

 

１３．明確な学修成果 

１）現状 

各学科・専攻科では、資格を取得し、その資格を活かした職業・専門職に就き、地域社会

の発展に貢献する人材を育成することを目的に教育課程を編成している。したがって、各学

科・専攻科の教育課程の学修成果は、そうした職業・専門職で求められる能力を、LO1(知

識・理解）、LO2(技能)、LO3(思考力・判断力・表現力)、 LO4(関心・意欲・態度)、LO5(人

間性・社会性)に整理して、それぞれ学生を主語にして「…できる」、「身につけている」と

いった分かり易い表現で説明しており、具体性がある（「令和６年度学生のしおり」p16-17、

p28-29、p40-41、p56-57、p72-73）。 

シラバスでは、授業内容に沿って科目の学修成果をより具体的に表現するよう、教員に文

書を配布して徹底を図っている。 

さらに、平成 28 年度以降、「学修成果」の全学的な共通のベンチマークとして，「5 つの

基準」に対応させた「17の具体的な資質・能力」を規定して，学修行動・生活調査を通じて

「学修成果」の到達度・成長度を把握することにした。上記の関係は下記のとおりである。 
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各学科・専攻科の教育課程の学修成果は、２年間で達成され獲得されるように、教育課程

を編成している。達成可能性と獲得可能性の指標である単位の修得状況、資格取得率、留年

率、就職率、特に専門職への就職率等をみても、各学科・専攻科の教育課程の学修成果は達

成可能で、一定期間に獲得可能であると評価している。特に、食物栄養学科、幼児教育学科、

健康福祉学科、専攻科食物栄養専攻では、毎年ほぼ 100％に近い学生が関係する資格を取得

し、関連する専門職に就職している。事務職に就く学生が多い経営情報学科においても、近

年、検定試験の受験学生が増えており、就職率も毎年ほぼ 100％を維持している。 

さらに、学生は、入学時の「新入生アンケート」及び卒業時の「学修行動・生活調査」に

おいて、「17 の具体的な資質・能力」の到達度について自己評価を行っている。これらの方

法により、学修成果は測定可能である。 

２）課題 

 授業の達成度を図るために収集している授業アンケート等のデータの有効活用を FD 活動

等を通じてより深めていく必要がある。ただし、回答率の向上を検討する必要がある。 

 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

 授業アンケート項目の見直しを検討していく。また、授業アンケートの回答率向上のため、

授業内だけでなく、メールの一斉配信や学生用ポータルサイトの活用を検討する。 

 

１４．学修成果を測定する仕組み 

１）現状 

学修成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組みについては、GPA 分布、

単位取得状況、学位取得率、免許・資格取得状況、学生の業績の集積（ポートフォリオ）、

ルーブリック分布などを活用している。 

ルーブリックについては、Web シラバスでは、「学修成果（LO1～LO5）別評価方法（定

期試験・レポート・実習等）別配点表」と「ルーブリック（学修成果（LO1～LO5）別評価

基準表）」が掲載されている。この「ルーブリック」によって、教員は学修成果（LO1～
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LO5）別に採点することが可能となり、学生の個別指導を一層きめ細かく行うことができる

ようになっている。 

学生への調査としては、授業科目レベルでは、Webシラバスで授業ごとにアンケートを実

施できるようにして、学修成果の測定を日常的に行えるようにしている。そこでは、授業内

容に対する理解度、興味・関心度、授業への参加度について選択式で回答してもらい、疑問

点とその他感想について自由記述してもらっている 。すべて Web シラバスシステムで行わ

れているので測定も迅速に行われ、活用の利便性が高い。 

学生は３分間程度で回答でき、教員は毎回の授業終了直前に実施できる。これによって、

教員は毎回の授業内容と方法について振り返ることができ、15回の授業全体を通じて、当該

授業科目が求める学修成果並びに学修成果別配点の妥当性、あるいはルーブリックの適切性

を点検・チェックすることが可能となっている。また、入学時及び卒業時に行う「学修行

動・生活調査」において、「17 の具体的な資質・能力」の成長度について、自己評価してい

る。 

学生の「授業アンケート」結果や「学修行動・生活調査」結果は、分析した上で本学Web

ページでも公開している。また、資格取得率、大学編入状況、就職率、特に専門職への就職

率等も本学 Web ページやカレッジガイド等で公表している。 

２）課題 

科目によって Web シラバスの活用頻度が違っていたが、今年度より全学で PC 必携とな

り、学生全員が Web シラバスを活用するようになった。さらなる活用に向けて、Web シラ

バスの使用を推奨していく。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

特になし。 

 

１５．学修成果を可視化する指標 

１）現状 

授業科目レベルでは、Webシラバスで授業ごとにアンケートを実施し、その結果を確認す

ることができる。また、入学時及び卒業時に行う「学修行動・生活調査」において、「17 の

具体的な資質・能力」の成長度について、自己評価しその結果をグラフ化し、過年度と比較

している。これらの結果は Web ページ上でも公開している。 

また、学生には、Web シラバスシステムを利用して「学生情報ファイル（SIF）」を閲覧

できるようにしている。これにより、定期試験が終了した学期までの各学期の単位や GPA

等が表示される。さらに各学科の平均値や最高値も示され、それらがレーダーチャートでも

表示されるようになっている（「令和６年度学生のしおり」p89-90）。 

また、学務課（教務担当）において資格取得率を把握し、キャリア支援センターにおいて

大学編入状況、就職率、特に専門職への就職率等を把握し、適宜教授会で報告するとともに

Web ページやカレッジガイドで公表している。 

２）課題 

学生は自身の授業成績や達成度を Web シラバスの機能を利用し、レーダーチャートで確

認することができるが、十分に活用しているとは言えない。 

３）特記事項 

 学生だけでなく、教員も Web シラバスの機能を利用し、レーダーチャートで確認するこ

とができる。 

４）改善計画 

学生が Web シラバスの機能を利用するよう、オリエンテーションやホームルーム等で周

知していくよう計画する。 
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１７．教育資源の有効活用 

１）現状 

履修及び卒業に至る指導は、主に担任、副担任やゼミ担当教員による個別面接をはじめホ

ームルームやトミタンアワーの活用等により、学生全員の情報を確認しながら進めている。 

また、事務職員は、それぞれの部署において、教室や施設の環境整備や学生のボランティ

ア活動支援、就職支援を行うなど、学生の学修成果の獲得に貢献している 

キャリア支援センターでは、求人の開拓から就職活動の指導・助言、就職内定の実績管理

等により、常に就職活動並びに決定状況を把握している。 

学修成果の獲得に向けた施設整備及び技術的資源の有効活用については、以下のとおりで

ある。 

図書館では、学習・研究に必要な図書資料の充実をはじめ、資料検索システムの整備等、

すべての学生が学びやすい環境整備を行っている。また、本の検索方法や各種データベース

の使い方の講習も行っており、また毎月の「新着図書案内」等の刊行物を発刊する等、絶え

ず学生に図書館情報を発信し、学習資源の活用向上に努めている。更に教員には図書館予算

が配分されており、学生に読ませたい書籍の購入という形で図書館の利便性向上に貢献して

いる。 

入学時のガイダンスで、Web シラバスシステムや Web ボランティア手帳システム等の学

習支援と学生生活支援のためのコンピュータ・システムについて説明し、積極的な利用につ

なげている。Web シラバスシステムでは、自分の履修状況やこれまでの成績を学内ネットワ

ーク上で確認することができる。ボランティア活動を促進するための Web ボランティア手

帳は、携帯電話やスマートフォンでいつでもどこからでもアクセスできる（「令和６年度学

生のしおり」p88-94）。 

学内無線 LAN 環境は、校舎内のほぼ全域で接続が可能になっており、学生の学修や研究

活動に有効活用され、学生への情報発信用 Web サイトも構築されている。また、学内のす

べての教室、研究室、事務室には有線 LAN も整備されている。 

２）課題 

 今年度、全学科 1 年次必修科目である「人間と情報」は、全学科共通で Web を利用した

授業であったため、アクセスが集中し、授業でネットワークを利用した際に不具合が生じた。 

３）特記事項 

 「人間と情報」は、今年度文部科学省が推奨する「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プ

ログラム（リテラシーレベル）」に認定を受けた。 

４）改善計画 

 全学科共通で Web を利用して授業を展開するため、学内にアクセスポイントを増設する

とともに授業教室を分散し、アクセスの集中を防ぐ等の工夫をして、改善に努める。 

 

１８．学習支援 

１）現状 

全学科において、学校推薦型選抜及び総合型選抜の合格者を対象に、入学前指導を行って

いる。２月中に登校日を設け、スクーリング形式で、学修への心構えや入学に向けての準備

を指導している。実施状況は、各学科の自己点検報告書に記載している。 

入学者に対し学習、学生生活のための新入生オリエンテーションを行っている。 

学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択のためのガイダンスについては、

クラス担任やゼミ担当教員が個別面談を行い、適宜指導している。また全学科に初年次教養

科目として「基礎演習」を設定しており、その中で学習の方法について指導している。 

学習支援のために、「学生のしおり」などを発行し、オリエンテーションで活用し説明し

ている。学修成果の獲得状況を定量的に示す GPA の活用については、大学より学期ごとに

保護者に学生の GPA が記載された単位修得成績表を郵送し、保護者による修学状況の把握

に役立てている。また、成績不振等学生に対する早期発見・早期ケア対策について、各学期

の GPA が 1.5 未満又は修得単位が 10 単位以下の学生を対象にするなど、成績不振等学生の
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範囲に利用している。GPA 制度の活用については、「学生のしおり」にも記載して学生にも

周知している（「令和６年度学生のしおり」p10-11）。 

学習上の悩み等の相談については、クラス担任・ゼミ担当教員が中心となって対応し、き

め細かな指導・助言を行っている。教員間で情報共有が必要な場合は、学科会議において協

議している。さらに、平成 25 年度後期より、授業科目等に関する学生の質問・相談に応じ

るオフィスアワーを設け、学習支援体制を整えている。 

学修到達度の速い学生や優秀な学生には、高いレベルの課題を与える等個別に対応してい

る。経営情報学科では、学則第 12 条の４第 1 項の規定を活用して、入学前もしくは入学後

に取得した「日商簿記検定３級以上」等の資格を、専門科目の単位として認定する制度を平

成 26 年度から運用している（「令和６年度学生のしおり」p50）。 

令和３年度から本格的に日商簿記検定がインターネットでも受験できるようになり不定期

に合格できるようになったため、本学での単位認定時期も弾力化された。そのためこの制度

を利用して単位認定を受ける学生が増加した。 

また、本学では、全学科において全教員が２年生の卒業研究指導にあたっている。学生の

研究成果は、各学科の卒業研究発表会や記録集等により公開されている。専攻科食物栄養専

攻では、「特別研究」において所属学生とともに得た研究成果を学会において発表している

（詳細は、各学科の自己点検・評価報告書参照のこと）。 

交換留学生の受け入れ及び留学生の派遣は行っていない。一方、「キャンパス＆ホームス

テイプログラム」という短期の海外研修プログラムへの参加を本学の授業科目の履修とみな

すことにしており、海外研修を奨励する仕組みをとっており、近年希望する学生が減少して

いるために実施できていないが、再開に向けて再整備している。 

学習支援方策の点検については、学生が学期末に行う授業アンケートや入学時及び卒業時

に行う「学修行動・生活調査」の結果を分析して点検している。特に、「学修行動・生活調

査」においては、「17 の具体的な資質・能力」の成長度について自己評価するほか、短大生

活の満足度・充実度を様々な観点から評価させ、支援方策の改善に活用している。 

近年、少子化と四年制大学志向の高まりに伴い志願者の奪い合いも激化し、入試の難易度

も見直さざるを得ない状況の背景からも、学力も含む多様な学生も多くなってきたため、個

別指導を要する時間が増えており、教員の負担感も高まっているため、経営情報学科では令

和５年度に科目内容等の検討・整理を行い、令和６年度より新しい教育課程表で授業を展開

している。 

２）課題 

多様な学生の入学により、資格系学科の学習支援が課題となっている。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

学生の様子を見ながら、資格系学科にかかる支援内容の改善を図っていく。 

 

２５．教員組織 

１）現状 

各学科・専攻科の教員組織は、教育課程編成・実施の方針に基づいて編成され、専任教員

は短期大学設置基準並びに各学科・専攻科に該当する関係法令等に定める教員数を充足して

いる。設置基準上の必要専任教員数は、食物栄養学科・専攻科が５名、幼児教育学科が８名、

経営情報学科が７名、健康福祉学科が７名であるが、令和６年度の現状は、食物栄養学科・

専攻科が 11 名、幼児教育学科が 10 名、経営情報学科が９名、健康福祉学科が７名となって

いる。 

専任教員の職位は、教員の個人調書に明記された真正な学位、教育実績、研究業績、制作

物発表、その他の経歴等、短期大学設置基準の規定を充足しており、それを公表もしている。

また、「学校法人富山国際学園職員組織規程」に基づき、教授、准教授、講師、助教、助手

を設け、学科ごとにその適正数を任命している。 
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各学科・専攻科の教育課程編成・実施の方針に基づいて、専任教員と非常勤教員（兼任・

兼担）を適切に配置している。 

 非常勤教員の採用は、今年度より「学校法人富山国際学園非常勤講師に関する規則」に基

づいて、学位、研究業績、その他の経歴等を総合学務センター委員会で審査している。また、

その内容を含めて資料を作成し、教授会の審議を経て決定している。 

教員の採用、昇任は、「富山短期大学就業規則」や「富山短期大学教員選考規程」「富山短

期大学教員選考規程細則」等に基づき、真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、そ

の他の経歴等を厳正に審査して行い、規定の見直しを図り、一層の厳格化も図ってきた。 

教員の採用選考の申請、募集の周知等、採用選考に係る手続き並びに基準は、「富山短期

大学教員選考規程」、「富山短期大学人事委員会規程」に規定されている。教員採用の必要が

生じた場合は、これらの規定に基づき適切に手続きを踏んで行っている。 

２）課題 

全学にまたがる教員も含め、教員数は設置基準が示す数字を十分に超えているが、学校経

営の観点から適正かどうかが課題。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

各学科の教育課程の見直しをしつつ、定員に基づく適正な教員組織のあり方を検討する。 

 

２６．教育研究活動 

１）現状 

専任教員は、担当科目の授業を中心とした教育活動を行うとともに、関連する分野の学会

等に所属し、専門分野の図書・紀要・雑誌等に研究成果を発表している。この他、実務や実

技を主とする分野の教員は、その分野での実績をあげている。毎年度当初に、過去５年分の

研究成果や実績を記した個人調書を提出させ、Web ページでも公開している。 

専任教員の研究活動に関する規程を整備している。また、毎年９月にコンプライアンス・

研究倫理講習会を開催し、定期的に研究倫理を遵守するための取組みを行っている。 

専任教員が研究成果を発表する機会として、『富山短期大学紀要』を年１回発行している。

投稿者は「富山短期大学紀要投稿要領」に従って原稿を執筆し、投稿された原稿は、紀要委

員会において査読を行い、掲載可となった原稿は電子化して「富山短期大学リポジトリ」に

て公開している。 

本学では、学長裁量経費による研究費枠を設けており、毎年、数名の教員による教育分野

あるいは専門の研究分野における研究が採択され、その成果は報告書にて共有されている。

また、教育研究活動の一環として教員、事務職員を対象に FD・SD研修会を実施している。 

令和６年度の FD・SD 研修会の実績は、以下のとおりである。 

回 月 内容・講師 

第 1 回 ５月 令和 5 年度後期授業アンケートの結果について(森井泉前教務部長) 

第 2 回 ７月 富山国際学園における教育の柱「情報」に関して(高木学長) 

第 3 回 ９月 障がい学生支援に関わる教育環境の整備に向けて：富山国際大学合同 

(筑波大学 佐々木 銀河 准教授) 

第 4 回 11 月 「学校における防災 (自然災害 )教育：富山県高大連携セミナー」 

(高岡法科大学 主催) 

第 5 回 12 月 「合理的配慮提供の義務化に向けた教育環境の整備について」 

筑波大学・人間学群障害科学類 准教授 佐々木銀河 氏 

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ ８-９ 

月 

「ケースで学ぶ！情報セキュリティの最新脅威 2024-2025 年版（標

的型メール 対応）」(各自実施) 

SD 12 月 「SNS 媒体を活用した情報発信について(職員･学生大使研修)」 

(株式会社グラフ) 

すべての専任教員については個人研究室が確保されており、また専任教員の留学、海外派
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遣、国際会議出席等に関する規程も整備されている。 

２）課題 

指導に時間を要する学生が増えてきたこともあり、教員が研究に充てられる時間が十分に

確保できない状況になりつつある。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

研究に時間を割けるよう、様々な角度から教員の教育研究環境の改善を検討する。 

 

３２．技術的資源 

１）現状 

本学を運営している富山国際学園では、令和元年度から「学園情報教育研究センター」を

設置し、学園を組織する富山国際大学、富山国際大学付属高等学校及び本学における情報教

育のあり方について協議し、改善にむけて取り組んでいる。その一環として、短大と大学に

それぞれ外部から派遣されているシステムエンジニアが 1 名ずつ配置され、情報インフラ等

に積極的に関与し、情報化が加速している。 

学内外ネットワークやサーバなどの基幹インフラ、ハードウェア、ソフトウェア、システ

ムの導入や運用は、学園情報教育研究センター及び本学情報ネットワーク委員会の主導で適

切に実施している。 

技術的資源と設備については、常に適切な状態で授業や業務を行うことができるよう整備

に努めている。ほとんどすべての教室にプロジェクタとスクリーンが設置され、また大教室

にはビデオ・DVD プレーヤーも配置されている。また、平成 26年度から、Webシラバスシ

ステムが全学的に運用されている。これらの設備機器やシステム、ネットワーク環境の整備

に伴い、マルチメディアを活用した授業やアクティブ・ラーニングが可能になっている。 

学生の情報技術・情報処理能力を高めるために、各学科・専攻科に ICT関連の演習・実習

科目等が設定されている。また、学生には、入学時のオリエンテーション期間中に、各種シ

ステムの利用方法に関するガイダンスを実施している。 

教職員に関しては、Webシラバスシステム操作マニュアルを配布するとともに、各学科の

情報ネットワーク委員を通じて情報技術の向上に関する支援を行っている。 

また、教室環境等の整備については、学務課（教務担当）で各学科専攻科から定期的に状

況を把握し、計画的に修繕等を進めて適切な状態を保持することに努めている。 

令和６年度は、古くなった F 館 2 階の３つの教室のプロジェクタを３ヶ年で１教室ずつ更

新することとして、まず F203 教室のプロジェクタを更新した。次年度以降、残り２教室の

プロジェクタを１年ごとに更新していく。 

令和５年度の入学生からノートパソコンが必携化となったが、既に学内 LAN に関しては、

校舎内のほぼ全域で無線 LAN 接続が可能になっており、学生への情報発信用 Web サイトも

構築されている。また学内のすべての教室、研究室、事務室等に有線 LAN が整備されてい

る。ただ、令和６年度は、全学科必修科目の「人間と情報」をオンラインで一斉に実施した

結果、ネットへのアクセスが集中して、授業に影響したため、２回目の授業から教室を分散

し、アクセスポイントを増やした結果、スムーズに授業が展開されるようになった。 

学生は、Webシラバスシステムによって、自ら予習・復習や、小テスト、課題レポートの

提出などを行うだけでなく、リンクされている関連授業やインターネット上の参考資料・統

計等に簡単にアクセスでき、それらを利用することで、自らの「主体的な学び」を拡げ深め

ていくことができる。さらに予習・復習については、具体的な内容が提示されると同時に、

標準的に必要な時間も明示され、単位の実質化にもつながっている。 

教員は、クロマキーやハイブリッド型授業など新しい情報技術などを活用して、効果的な

授業を行っている。また、令和２年度から新型コロナ感染拡大防止の観点から始まった

Zoom 等の遠隔授業を、現在の社会情勢を鑑み（企業等での会議形態の変化、テレワークの

導入等）、継続して実施している学科もある。それら遠隔授業についても、授業アンケート
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の結果より対面授業に劣らない満足度が得られている。 

また、コンピュータ教室も設けており、教員が操作するコンピュータ画面が映し出される

モニターが２人に１台設置され、効率的に授業を展開できるようになっている。 

平成 25 年度以降、文部科学省の補助金等を活用して、学生の主体的な学びを促す施設設

備の充実を図った。A131 室には、 47 インチ液晶モニター12 台を連結した 幅 4,156mm 高

さ 1,752mm の大型マルチビジョン・システムを導入して、ポータブル・ステージや音響設

備も整えるなど、各種のプレゼンテーション・発表会等に活用されている。 

さらに、廊下やオープン・ スペース、小規模教室を利用して、壁面 やホワイトボード等

に近接距離から投影する短焦点プロジェクタや 55 インチの大型モニターを導入し、小規模

なグループワークが手軽に行える、「分散型小規模協働学習環境」の整備も行われている。 

また、履修・成績処理などを行う教務システムが令和６年度から刷新され、履修・成績処

理だけでなく、学籍情報、入試情報等も一元管理できるようになった。そのため、教務担当、

入試担当職員が効率的に運用し、業務負担の軽減にも繋がっている。 

２）課題 

教室に設置する映像・音響装置の更新、情報リテラシー教育における技術的補助が必要 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

今年度より、F 館 2 階の３つの教室の古くなったプロジェクタを３ヶ年で１教室ずつ更新

することとしている。 

 

３６．教授会等の教学体制 

１）現状 

本学教授会は、富山短期大学学則第 33 条の 2 第 6 項の規定に基づき、富山短期大学教授

会規程（以下「教授会規程」という。）が定められている。教授会では、教授会規程第５条

に掲げる次の事項について審議し、学長に対して意見を述べている。 

（１）学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること 

（２）学位の授与に関すること 

（３）教育課程の編成に関すること 

（４）教育研究業績の審査等に関すること 

（５）教育研究に関する施設及び組織に関すること 

（６）学生の除籍、復籍及び再入学に関すること 

（７）学生の厚生補導及び賞罰に関すること 

（８）学則その他規程に関すること 

（９）教学上重要な計画に関すること 

（10）その他学長が教授会の意見を聴くことが必要と定める事項 

教授会運営については、教授会規程第８条に議長を教育研究部長、第９条に事務を学務課

において処理するとしており、毎回議事録を作成し、構成員である本学教授、准教授、講師

等に配付し確認後、保存している。 

これら意見は、学長が議長を務める「富山短期大学運営会議」において、審議され、学長

が教学運営の最終判断をしている。 

２）課題 

教授会に諮る教学に関する案件は、事前に総合学務センター委員会等で事前に協議したものが

議事として、審議・報告されるため、複数の手順を踏む必要がある。 

３）特記事項 

特になし 

４）改善計画 

今年度より、組織改編があり、それに伴い今年度の反省点や課題を振り返り、次年度につ

なげようと計画している。 

 


